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平成 23年 2月 10日 

各  位 

会 社 名 東邦ホールディングス株式会社 
代表者名 代表取締役社長   濱田 矩男 

 （コード番号 8129 東証第一部） 
問合せ先 執行役員ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ室長    

兼 経営企画室長  加藤 勝哉 
 （ 電 話  0 3－ 5 25 9－ 9 5 2 0） 

 

新潟県および北陸地方における調剤薬局事業の統合に関するお知らせ 
 

 当社は、本日（平成 23年 2月 10日）開催の取締役会において、新潟県および北陸地方における調剤薬局事

業の事業再編につきまして、下記のとおり決議を行いましたので、お知らせいたします。 
 

記 
 

１． 事業再編の目的 
当社を核とする「共創未来グループ」は、医薬品等の流通企業集団として「全ては健康を願う人々のた

めに」のグループ・スローガンの下、グループ全体の経営資源の積極的な活用により、グループシナジー

の最大化に取り組んでおります。 
当社グループでは、医薬品卸売事業については完全子会社の東邦薬品株式会社（以下「東邦薬品」）、調

剤薬局事業については完全子会社のファーマクラスター株式会社（以下「ファーマクラスター」）と、そ

れぞれを中核とした事業運営・管理体制としておりますが、新潟県および北陸地方における調剤薬局事業

につきまして、グループ経営資源の全体最適化と企業価値の最大化を図り、変化の激しい経営環境に対し

て迅速に対応していくことを目的として、事業再編を実施することといたしました。 
 

２． 事業再編の概要 
株式会社全快堂薬局（ファーマクラスターの完全子会社、以下「全快堂薬局」）は、平成 23年 4月 1

日をもって、株式会社中央メディカル（ファーマクラスターの完全子会社、以下「中央メディカル」）と

合併いたします。 
なお、全快堂薬局は合併の効力発生と同時に、「株式会社みらい」に商号変更（予定）いたします。 
 

３． 合併（吸収合併）の要旨 
① 合併の日程 

平成 23年 2月 10日   吸収合併契約締結 

平成 23年 3月 23日   吸収合併契約書締結の承認臨時株主総会（予定） 

平成 23年 4月 1 日    合併期日（予定） 

② 合併方式 
全快堂薬局を存続会社とし、中央メディカルを消滅会社とする吸収合併方式であり、中央メディカル

は解散いたします。 
③ 合併にかかる割り当ての内容 
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当社完全孫会社間の合併であるため、合併による新株発行および資本金の増加はありません。 
④ 合併当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

(1)  商号 株式会社全快堂薬局 株式会社中央メディカル 

(2)  事業内容 調剤薬局事業 調剤薬局事業 

(3)  設立年月日 昭和 56年 3月 31日 平成 9年 2月 25日 

(4)  本店所在地 新潟市西区平島三丁目 5番地 13Ｙﾋﾞﾙ 1階 新潟市中央区白山浦二丁目 646番地 107 

(5)  代表者 代表取締役 栗田武士 代表取締役 大井 卓 

(6)  資本金 36百万円 50百万円 

(7)  発行済株式総数 900株 1,000株 

(8)  売上高 5,809百万円（平成 22年 3月期） 4,377百万円（平成 22年 3月期） 

(9)  純資産 1,023百万円（平成 22年 3月期） 541百万円（平成 22年 3月期） 

(10) 総資産 2,357百万円（平成 22年 3月期） 1,701百万円（平成 22年 3月期） 

(11) 決算期 3月 31日 3月 31日 

(12) 大株主・持株比率 ファーマクラスター㈱   100.0% ファーマクラスター㈱  100.0％ 

 
⑤ 合併後の状況 

(1)  商号 株式会社みらい（株式会社全快堂薬局から商号変更(予定)） 

(2)  事業内容 調剤薬局事業 

(3)  本店所在地 新潟県新潟市西区平島三丁目 5番地 13Ｙﾋﾞﾙ 1階 

(4)  代表者の役職・氏名 代表取締役会長  大井 卓 

代表取締役社長  栗田武士 

(5)  役員の役職・氏名 専務取締役    渡部和男 

常務取締役    中島 弘 

常務取締役    渡邉幸雄 

取締役      藤島善郎 

取締役      林  忍 

取締役      松本洋介 

監査役      金内 密 

(6) 執行役員 執行役員     清冶博雄 

執行役員     瀧宮 剛 

執行役員     若尾明範 

(7)  資本金 36百万円 

(8)  決算期 3月 31日 

   
４． 今後の業績に与える影響 

今般の当社グループ調剤薬局事業に係る再編が当社の連結業績に与える影響は、軽微であります。 
 

以  上 


